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 は じ め に










定のフレームを使いながら説明している。具体的には, 財務 (自社) 分析の結果を財務管
理活動に反映させ予算としてまとめていく方法を提示している。また, 分析の結果を環境


































































































































































































後, 財務分析で使う損益計算書上の３つの利益を ｢○○力｣ という言葉に置き換えて説明
していく。




まず (1) 総資本対経常利益率 (経常利益／総資本) で総合的な収益性を分析する。そ
の指標が低い，あるいは悪化しているのであれば, その理由を (2) 売上高対経常利益率,
(3) 総資本回転率という２つの指標に分解して原因分析をしていく。
売上高対経常利益率 (経常利益／売上高) が低い, あるいは低下しているということで













他方, 総資本回転率 (売上高／総資本) が低い, あるいは低下しているということであ
れば, 資本効率 (集めて運用した資本を上手に使って沢山の売上を生んでいるか) に問題












































































































いて, ｢流動資産と流動負債を比較すると何が分かりますか？ 言い換えると, １年以内
にお金が入ってくるものと１年以内にお金が出ていくものを比較すると何が分かります















































































資産の部 10期 11期 負債・資本の部 10期 11期
流動資産 流動負債
現金預金 4,350 3,210 支払手形 7,690 11,110
受取手形 13,220 14,680 買掛金 6,090 7,350
売掛金 8,170 9,160 短期借入金 10,440 18,250
有価証券 1,990 4,970 法人税等 1,140 1,160
商品 11,520 12,430 合計 25,360 37,870
前払費用 620 660 固定負債
合計 39,870 45,110 長期借入金 26,530 37,710
固定資産 退職給与引当金 620 640
建物 3,050 5,360 合計 27,150 38,350
什器備品 7,660 10,280 純資産
土地 10,410 17,880 資本金 1,500 1,500
建設仮勘定 940 4,910 資本剰余金 300 330
投資有価証券 3,730 7,840 利益剰余金 11,350 13,330
合計 25,790 46,270 合計 13,150 15,160
















受取配当金 60 140 180 250
営業外費用









流動資産 155,444 482,273 162,445
現金及び預金 10,588 79,522 9,966
受取手形および売掛金 21,959 67,599 28,166
有価証券
商品 115,044 270,273 99,779
繰延税金資産 2,126 11,642 7,999
その他 5,747 53,893 16,570
貸倒引当金 △ 656 △ 35
固定資産 200,434 656,116 215,635
(有形固定資産) 129,025 431,700 153,999
建物及び構築物 86,304 223,303 69,712
備品 3,513
土地 22,209 179,582 76,198
リース資産 13,203 3,360 344
建設仮勘定 3,024 14,312 4,139
その他 4,285 11,143 93
(無形固定資産) 2,566 43,082 8,053
のれん 141
その他 2,425 43,082 8,053
(投資その他の資産) 68,843 181,334 53,583
投資有価証券 6,618 11,449 4,593
長期貸付金 18,885 8,719
繰延税金資産 8,415 10,804 12,672
差入保証金 27,276 123,123 30,859
その他 7,833 29,751 5,771
関係会社投資損失引当金 △ 35
貸倒引当金 △ 184 △ 2,477 △ 312
繰延資産
資産の部合計 355,878 1,138,389 378,080
Ｋ社 Ｙ社 Ｅ社
負債の部
流動負債 139,681 352,708 132,602
支払手形および買掛金 47,348 109,213 45,047
短期借入金 70,173 113,835 36,000
リース債務 1,655 1,988 159
１年以内返済予定の長期借入金 0 13,768
前受金 3,881
未払法人税等 2,164 1,638 365
未払消費税等 517
賞与引当金 3,275 6,250 4,029
ポイント引当金 84 21,331 8,419
その他 11,101 98,453 24,298
固定負債 61,783 230,291 106,990
社債 59,000
長期借入金 30,016 102,794 75,630
ポイント引当金
リース債務 14,335 2,373 718
資産除去債務 12,732 5,119
繰延税金負債 2,177
商品保証引当金 6,201 13,517 6,477
退職給付引当金 3,359 19,410 8,913
役員退職慰労金引当金 906 3,463
その他 6,966 17,002 7,956
負債の部合計 201,464 582,999 239,592
純資産の部
資本金 12,987 71,058 10,174
資本剰余金 45,831 70,977 82,334
利益剰余金 112,845 414,483 56,914
自己株式 △ 18,599 △ 23,045 △ 2,192
その他の包括利益累計額 280 △ 870 △ 9,018
新株予約権 909 2 242
少数株主持分 161 22,785 34
純資産の部合計 154,414 555,390 138,488






















科 目 Ｋ社 Ｙ社 Ｅ社
売上高 637,497 1,701,489 685,145
売上原価 487,111 1,282,969 511,527
売上総利益 150,386 418,520 173,618
販売費及び一般管理費 133,887 384,588 176,093
営業利益 16,499 33,932 △ 2,475
営業外収益 8,552 17,886 5,305
営業外費用 1,654 3,911 1,352
経常利益 23,397 47,907 1,478
特別利益 333 4,433 678
特別損失 1,677 6,174 7,797
税引前当期純利益 22,053 46,166 △ 5,641
法人税等 10,437 15,712 709
法人税等調整額 △ 1,663 9,525 △ 3,700
少数株主利益 14 △ 1,274 △ 10
当期純利益 13,265 22,203 △ 2,640
受取利息 506 1,261 363






































営分析をする観点としては, 収益性分析, 生産性分析, 成長性分析, 安全性分析などがあ
る。他方, 経営者以外の立場から分析を行う場合には, 外部分析という。外部分析には,
信用分析, 投資分析などがある。信用分析とは, 企業の債務支払い能力を調べるための分
析であり, 分析の主体は, 売掛金の与信管理を行う取引先, 企業へ資金を融資する金融機










































































さらに, マネジメント (ＰＤＣＡ) サイクルの概念を使い, 財務戦略のフレームの中で
の経営分析の位置づけを説明している。
経営分析は企業の財務活動が適切に行われているかどうかを分析する。主に財務活動の
結果, 利益を獲得すること (もうけること) ができているか, 信用が維持されているか
(お金が円滑にまわっているかどうか) という観点から, それぞれ収益性分析, 安全性分
析をする。これらの分析は, ＰＤＣＡでいうＣ (チェック) にあたり, 財務活動（D）を
チェックしただけでは十分でなく, その結果を受けてＡ (アクション) に結び付けていく
ことが必要である。財務活動のアクションとは具体的には利益獲得能力を上げたいのであ




























































































































期別 第 1四半期 第 2四半期 通期
月別 1 2 3 4 5 6 12か月合計







































法についても紹介した。すなわち, (1) 思考による学習, (2) 体験による学習, (3) 実例
による演習と (4) 自社分析演習というプロセスである。
(1) 思考による学習については, 一方向的に説明していくだけでなく, 受講生自身に







(3) 実例による演習と (4) 自社分析演習については, 具体的な数字を使って一通り経営
分析を体験させていく。実例による演習を一通り体験した後で, 質問や気づきを受講生か










また, 財務戦略より階層を上げた経営 (全社, 事業) 戦略策定のフレーム (図表12の左
側の全社戦略, 事業戦略策定の部分) を使いながら, 経営分析の位置付けを説明する。経
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とを推奨し, 予算編成 (利益計画) フォーマットを使用して利益計画を立案するよう指導
している。これにより毎月の予算と実績の対比が可能になる。
注
1) チャンクとは, 人間が情報を知覚する際の ｢情報のまとまり｣ のことをいう。心理学者のミ
ラーによれば, 人間が一度に覚えられるチャンクの数には限界があり, ７±２チャンク (この













4) 図表７, ８, 10, 12, 13, 15は, 中小企業大学校瀬戸校での経営分析の研修資料として, 中
小企業診断士岡田徒司久氏の全面協力のもと制作されたものである。










ベルには到達できる｡｣ ｢｢遊ぶが勝ち｣ なのだ｡｣ ｢努力は夢中には勝てない｡｣ ｢遊びを共有す
ると距離が縮まる｡｣〔為末大 (2013) ページ：128, 73, 16〕
8) 学習は一定期間に何度繰り返したかということ（回数）と, インパクト (強烈な体験) がポ
イントとなる｡〔加藤雄士 (2013) ページ：59〕経営分析の教育でも, 実際に経営者に習得さ
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